
資料 令和 2 年度三原市「働きやすい社会をめざす職場環境調査」単純集計 

 

 

問 1 貴事業所では、今後、女性従業員の雇用について、主にどのように考えていますか。 

 

4

27

34

8

13

1

5

7

1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

目標値を定め積極的に雇用lしていく予定

積極的に雇用していく予定

能力や経験に応じて雇用していく予定

人数を限定して雇用していく予定

職種や職域を限定して雇用していく予定

職位を限定して雇用していく予定

その他

雇用は考えていない

無回答

ｎ=143

１．女性従業員雇用に対する考え

15

25

0

3

6

14

1

0

1

2

1

1

19

1

10

1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業など他に分類されないもの

無回答

ｎ=143
事業内容



問 1 で「⑧雇用は考えていない」以外を回答した場合、貴事業所では、女性を採用する際にどのような雇用形

態を希望しますか。 

 

問 2 貴事業所では、女性従業員は、結婚や妊娠、出産、介護などのライフステージの節目に、どのような働き

方を選ぶことが多いですか。 

 

問 3 結婚や妊娠、出産、介護などのライフステージの節目を迎えた女性従業員の働き方について、どのように

考えますか。 

64

34

36

12

14

12

2

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

勤務条件などを変えず、仕事を継続してほしい

勤務条件などを変えて、仕事を継続してほしい【正社員のまま】

勤務条件などを変えて、仕事を継続してほしい

結婚を機に仕事をやめるのは仕方ない

妊娠・出産を機に仕事をやめるのは仕方ない

介護のために仕事をやめるのは仕方ない

その他

雇わない

無回答

ｎ=143
３．女性の働き方についての考え

57

20

18

18

1

16

2

勤務条件などを変えず、仕事を継続する

勤務条件などを変えて、仕事を継続する【正社員のまま】

勤務条件などを変えて、仕事を継続する

仕事をやめる

その他

該当者がいない

無回答

ｎ=143
２．選ばれる働き方

22

6

0

13

52

8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

正規従業員

パート・アルバイト等

その他

特に定めていない

無回答

不明

ｎ=143

1－1．希望する雇用形態



問 4 貴事業所では、女性を配置していない職種がありますか。 

 

問 4 で「②女性を配置していない職種がある」と回答した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5 貴事業所の役職員等の人数【うち女性役職員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.9％

51.7％

1.4％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1

無回答

女性を配置していない職種がある

全ての職種に女性を配置している

1

4

16

29

7

5

1

1

15

6

1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

外部との衝突が多いから

外勤、出張が多いから

特殊な資格が必要だから

体力が必要だから

深夜労働があるから

残業があるから

転勤があるから

補助的業務に配置する必要があるから

女性が希望しないから

その他

無回答

ｎ=143
4－1．理由

５．【女性】役員

カテゴリー名 ｎ %
女性役員がいる 128 89.5
不明 15 10.5

５．【女性】部長

カテゴリー名 ｎ %
女性部長がいる 92 64.3
不明 51 35.7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5 女性役員割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 6 問 5 の数値により、貴事業所で、女性役職員が 30％に充たない要因はありますか。その理由は何です

か。 

５．【女性】課長

カテゴリー名 ｎ %
女性課長がいる 93 65.0
不明 50 35.0

５．【女性】係長・主任相当

カテゴリー名 ｎ %
女性係長・主任がいる 100 69.9
不明 43 30.1

役員 3241％÷143＝22.66433

部長 1388％÷143＝9.70629

課長 1648％÷143＝11.52447

係長・主任 3003％÷143＝21

５　女性役員割合



 

問 7 貴事業所で、性別に関係なく登用する効果としてどのようなことが考えられますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 8 過去 5 年間(H27.4.1～R2.3.31)で、女性の管理職、及び係長・主任相当職の人数はどのように変化しまし

たか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



問 9 貴事業所で、女性従業員の活躍を推進するために、取り組んでいることはありますか。 

 



問 10 貴事業所で女性の能力を発揮するには、どのような行政施策があれば良いと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

3

20

23

9

8

12

7

55

38

3

16

6

3

17

4

9

6

17

3

6

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

女性の管理職比率の義務化

女性管理職比率の公表の義務化

女性従業員が相談しやすい体制を構築

女性に対する意識啓発

事業主に対する意識啓発

男性に対する意識啓発

女性に対する教育訓練の充実

ロールモデルの提示

仕事と家庭の両立支援

保育サービスの充実

女性の起業に対する支援

男性の育児休業取得の促進

表彰制度の創設

事業所の取組の公表

法人税の軽減措置

公共事業の入札参加資格への優先的措置

目標達成企業への助成制度

女性活躍取組事例の提示

キャリアアップ研修など人材育成のサポート

女性活躍を推進するアドバイザーの派遣

その他

無回答

ｎ=14310．あれば良いと思う行政施策



問 11 貴事業所で女性のキャリア形成の取組ができない理由について、該当するものを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員で結婚を理由に退職した人はいましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員で妊娠を理由に退職した人はいましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

35

2

16

6

6

1

5

24

0

3

18

9

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

既に女性は十分に活躍しており現状で問題ない

業績に直接反映しないから

女性従業員の意識が伴わないから

経営陣の意識が伴わないから

中間管理職や現場管理職の意識が伴わないから

職場の男性からの理解が得られないから

同居しているパートナーの理解が得られないから

女性従業員は少数だから

コストがかかるから

その他

特に理由はない

無回答

ｎ=14311．キャリア形成取り組みが出来ない理由

18

78

3

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

いた

いない

わからない

無回答

ｎ=143
12．結婚退職の有無

10

87

3

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いた

いない

わからない

無回答

ｎ=143
13．妊娠が理由の退職の有無



問 14 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員で出産を理由に退職した人はいましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員で育児を理由に退職した人はいましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員で労働基準法 65 条に基づく産前・産後休業を取得した人はい

ましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6

90

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いた

いない

わからない

無回答

ｎ=143
14．出産が理由の退職の有無

3

92

4

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いた

いない

わからない

無回答

ｎ=143
15．育児が理由の退職の有無

31

68

0

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

いた

いない

該当したが請求されなかった

無回答

ｎ=143
16．産前・産後休業取得の有無



問 17 貴事業所では、育児・介護休業法に基づく育児休業など仕事と育児の両立支援について、労働協約、就

業規則等に明文化していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 18 仕事と育児を両立するため、育児・介護休業法に基づく制度以外の独自の制度がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.4％

29.4％

4.2％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1

明文化している していない 無回答

23.1％

73.4％

3.5％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1

有 無 無回答



問 18 で「①有」と回答した場合、独自の制度について、該当するものをお答えください。 

 

 

問 19 貴事業所の、過去 1 年間(H31.4.1～R2.3.31)の育児休業の対象者数と取得者数は何人でしたか。 

 

  男性 女性 

対象者合計(人) 92.00 65.00 

取得者合計(人) 4.00 54.00 

割合(%) 4.35 83.08 

※休業の期間内訳で、「1 週間未満」の育児休業を取得した男性が 2 人いた。 

 

 

 



問 20 育児休業とは別に、男性が育児のために連続して 1 週間以上の休暇を取得した事例がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21 従業員に子どもがいた場合、転勤に配慮をした事例がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22 貴事業所では、育児・介護休業法に基づく介護休業などの仕事と介護の両立支援制度について、労働協

約、就業規則等に明文化していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

94

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有

無

無回答

分からない

ｎ=143
20．男性による育児の為の休暇

1

31

62

4

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

有

無

該当する従業員がいない

無回答

転勤が無い

ｎ=143
21．転勤への配慮

62.2％

35.7％

2.1％

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1

明文化している していない 無回答



 

問 23 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員で介護を理由に退職した人はいましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 24 仕事と介護を両立するため、育児・介護休業法に基づく制度以外の独自の制度がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9

84

5

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いた

いない

わからない

無回答

ｎ=143
23．介護が理由の退職の有無

17.5％

79.7％

2.8％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1

有 無 無回答



問 24 で「①有」と回答した場合、独自の制度について、該当するものをお答えください。 

 

 

問 25 貴事業所の、過去 1 年間(H31.4.1～R2.3.31)の介護休業の取得者数は何人でしたか。 

 

  男性 女性 

取得者(人) 13.00 12.00 

 

問 26 過去 3 年間(H29.4.1～R2.3.31)に、従業員でダブルケアを理由に退職した人はいましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

93

6

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いた

いない

わからない

無回答

ｎ=143
26．ダブルケアが理由の退職の有無



 

 

問 27 現在、ダブルケアに直面している従業員はいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 28 今後、育児休業や介護休業制度を定着させるうえで、特に問題と思われることは何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

83

13

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

いる

いない

わからない

無回答

ｎ=143
27．ダブルケアに直面している従業員

64

24

20

38

24

1

3

6

4

3

1

15

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

休業期間中の代替要員の確保が難しい

休業者の復職後、代替要員の処遇が難しい

休業期間が前後するなど人員計画が立てにくい

休業者の周りの人の業務負担が多くなる

代替要員では業務が務まらない、又は効率が落ちる

女性従業員が相談しやすい体制ができていない

制度を利用しやすい雰囲気が職場にない

利用する人と利用しない人の不公平感がある

休業中の賃金等の負担が大きい

復職時に技術・能力が低下している場合がある

その他

特にない

無回答

ｎ=14328．休業制度の定着への問題



 

問 29「貴事業所の、年次有給休暇の取得状況(H31 年又は H31 年度の実績)について」は、データとして不十分

な点もあり、今回の報告では、割愛する。 

 

 

問 30 貴事業所の、働きやすい環境づくりや業務改善などの取組についてお尋ねします。 

(１) 意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 具体的な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49

36

7

7

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

大いにあると思う

少しはあると思う

意義があるとは思わない

わからない

無回答

ｎ=143
30－1．意義

53

64

29

41

17

26

26

1

5

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

残業時間の削減

休暇の取得促進

仕事と育児・介護などの両立

業務改善

時間や場所についての多様な働き方

女性・高齢者など多様な人材の活用

従業員の意識改善・研修等

その他

取組を実施していない

無回答

ｎ=14330－2．具体的な取組



(３) 方針・目標 

 

(４) 主な推進役 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 従業員の意識・意見把握の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20

2

57

6

1

12

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人事労務部署

部署横断的な組織

経営者層

特定の推進担当者

その他

推進役はいない

無回答

ｎ=143
30－4．主な推進役

15

13

59

15

8

7

14

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

相談窓口の設置

従業員アンケート

従業員への個別ヒアリング

労働組合との話し合い

事業所内に意見を伝えられる目安箱等の設置

その他

把握していない

無回答

ｎ=143

30－5．意識・意見の把握方法

16

18

27

47

8

17

17

5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

国・県・市町などに提出する書類の中で定めている

経営者層、人事労務部署などが何らかの社内文書で定め…

企業理念や経営計画などに盛り込まれている

従業員に対し口頭等で周知している

具体的な数値目標がある

定期的に見直しを行っている

そもそも方針・目標と言えるものがない

無回答

ｎ=143

30－3．方針・目標



 

問 31 貴事業所では働き方についての取組を始めて、どれくらいの期間が経過していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 32 貴事業所が、働きやすい職場づくりや業務改善などの取組を進める際の課題について、該当するものを

お答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19

22

26

9

13

8

3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

5年以上

2年以上～5年未満

1年以上～2年未満

1年未満

今後取り組む予定・取組を検討中

取り組む予定はない

無回答

ｎ=143

31．取組開始からの期間

21

20

49

28

38

8

24

13

7

3

24

3

6

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取組に関する方針や目標の明確化

取組方法・ノウハウ不足

業務量に対する適正要員の確保

管理職の意識改革や理解促進

従業員の意識改革や理解促進

社会的機運や取引先の理解不足

設備や制度導入のコスト負担

勤務管理の複雑化や運用の負荷

就業規則等の変更手続の負荷

取組を進めにくい社内の雰囲気

社内コミュニケーションの円滑化

その他

課題はない

無回答

ｎ=14332．課題



 

問 33 「広島県働き方改革実践企業認定制度」を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 34 サイト(働き方改革・女性活躍サイト Hint！ひろしま)を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 35 次の(1)(2)について、ハラスメントごとに該当するものをお答えください。 

(1)貴事業所の中で過去 1 年間(H31.4.1~R2.3.31)にハラスメント行為がありましたか。 

 

 

         

 

1

3

95

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あった

あったと思う

なかった

無回答

ｎ=143
35－1．【セクハラ】有無

5

41

54

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

知っており、既に認定を受けている

知っているが、関心がない

制度について聞いたことがない

無回答

ｎ=143
33．制度を知っているか

1

11

22

65

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

知っており、参考にしている

知っており、閲覧したことがある

知っているが、閲覧したことはない

聞いたことがない

無回答

ｎ=143
34．サイトを知っているか



         

 

         

 

         

 

(2)貴事業所の中で講じているハラスメント対策の有無 

 

          

 

6

13

79

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

あった

あったと思う

なかった

無回答

ｎ=143
35－4．【パワハラ】有無

0

1

97

2

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

あった

あったと思う

なかった

無回答

ｎ=143
35－7．【マタハラ】有無

0

0

97

3

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

あった

あったと思う

なかった

無回答

ｎ=143
35－10．【パタハラ】有無

35

25

8

13

1

18

0% 5% 10%15%20%25%30%35%40%

有

無

必要性は感じているが進んでいない

必要性を感じない

その他

無回答

ｎ=143

35－2．【セクハラ】対策の有無



              

 

          

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33

26

9

11

1

20

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

有

無

必要性は感じているが進んでいない

必要性を感じない

その他

無回答

ｎ=143

35－5．【パワハラ】対策の有無

25

35

8

13

0

19

0% 5% 10%15%20%25%30%35%40%

有

無

必要性は感じているが進んでいない

必要性を感じない

その他

無回答

ｎ=143

35－8．【マタハラ】対策の有無

18

40

8

14

1

20

0% 10% 20% 30% 40% 50%

有

無

必要性は感じているが進んでいない

必要性を感じない

その他

無回答

ｎ=143

35－11．【パタハラ】対策の有無



 

(3) (2)で「①有」と回答した場合、次の①～⑫の対策について、ハラスメントごとに実施しているものをお答

えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



問 36 男女が共に働きやすい社会環境をつくるために、どのようなことが必要だと思いますか。 

 

問 37 貴事業所として、今後、性別に関係なく共に働きやすい社会環境をつくるために、どのようなことが必

要だと思いますか。 



 

問 38 今後、働きやすい環境を整備するためには、どのような行政施策があればよいと考えますか。 

 

 

 

問 39 働きやすい事業所モデルケースとして行政施策の参考にするため、個別のインタビューに協力していた

だけますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4％

86％

5.6％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1

可 不可 無回答


